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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

2022年度
第１四半期
連結累計期間

2023年度
第１四半期
連結累計期間

2022年度

(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

経常収益 百万円 41,521 41,475 124,333

うち信託報酬 百万円 0 0 8

経常利益 百万円 19,084 20,269 38,177

親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 13,892 14,896 －

親会社株主に帰属する
当期純利益

百万円 － － 27,213

四半期包括利益 百万円 △47,356 124,349 －

包括利益 百万円 － － △83,596

純資産額 百万円 1,038,073 1,110,778 992,377

総資産額 百万円 11,868,919 11,251,841 11,037,611

１株当たり四半期純利益 円 184.80 200.37 －

１株当たり当期純利益 円 － － 362.81

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

円 184.61 200.20 －

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 － － 362.51

自己資本比率 ％ 8.72 9.84 8.96

信託財産額 百万円 4,440 4,151 4,174

(注) １ 自己資本比率は、((四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末新株予約権－(四半期)期末非支配株主持分)

を(四半期)期末資産の部の合計で除して算出しております。

２ 信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係る信託財産額を記載し

ております。なお、連結会社のうち、該当する信託業務を営む会社は当行１行であります。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容については、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）財政状態

前連結会計年度
(億円)(Ａ)

当第１四半期
連結会計期間
(億円)(Ｂ)

増減(億円)
(Ｂ)－(Ａ)

預金・譲渡性預金 90,741 91,903 1,161

預金 83,679 84,674 995

譲渡性預金 7,062 7,228 165

貸出金 62,980 63,110 129

有価証券 29,409 32,106 2,696

うち評価差額 7,211 8,786 1,574

総資産 110,376 112,518 2,142

預金・譲渡性預金残高は、個人預金を中心に前連結会計年度末比1,161億円増加して９兆1,903億円となりまし

た。

貸出金残高は、大企業向けを中心に、前連結会計年度末比129億円増加して６兆3,110億円となりました。

有価証券残高は、株式を中心に評価差額が増加したことから、前連結会計年度末比2,696億円増加して３兆2,106

億円となりました。

これらの結果、総資産については、前連結会計年度末比2,142億円増加して11兆2,518億円となりました。
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（２）経営成績

前第１四半期
連結累計期間
(百万円)(Ａ)

当第１四半期
連結累計期間
(百万円)(Ｂ)

増減(百万円)
(Ｂ)－(Ａ)

連結粗利益 33,264 32,334 △929

資金利益 28,811 26,786 △2,024

役務取引等利益 4,094 4,761 667

その他業務利益 358 786 427

営業経費 14,683 14,524 △158

与信関連費用 263 △840 △1,104

うち一般貸倒引当金繰入額 △863 △876 △12

うち個別貸倒引当金繰入額 1,069 △20 △1,089

株式等関係損益 651 2,111 1,460

持分法による投資損益 1 0 △0

その他 114 △494 △608

経常利益 19,084 20,269 1,184

特別損益 △104 △166 △61

税金等調整前四半期純利益 18,979 20,102 1,123

法人税等合計 5,065 5,180 115

四半期純利益 13,914 14,921 1,007

非支配株主に帰属する四半期純利益 21 25 3

親会社株主に帰属する四半期純利益 13,892 14,896 1,003

連結実質業務純益 18,581 17,810 △770

(注)１ 連結粗利益＝資金利益(資金運用収益－(資金調達費用－金銭の信託運用見合費用))

　 ＋役務取引等利益(役務取引等収益(信託報酬含む)－役務取引等費用)

　 ＋その他業務利益(その他業務収益－その他業務費用)

２ 連結実質業務純益＝連結粗利益－営業経費

連結粗利益は、役務取引等利益及びその他業務利益が増加したものの、有価証券利息配当金を中心に資金利益が

減少したことにより、前年同期比９億29百万円減少して323億34百万円となりました。

また、連結実質業務純益は、前年同期比７億70百万円減少して178億10百万円となりました。

一方、経常利益は与信関連費用が繰入から戻入に転じたことや、株式等関係損益の増加により、前年同期比11億

84百万円増加し、202億69百万円となりました。これらの結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同期比

10億３百万円増加して148億96百万円となりました。
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（参考）

① 国内業務部門・国際業務部門別収支

当第１四半期連結累計期間の資金運用収支は、国内業務部門で前年同期比1,746百万円減少し、26,359百万円と

なり、国際業務部門で前年同期比278百万円減少し、427百万円となったことから、全体では前年同期比2,024百万

円減少し、26,786百万円となりました。

役務取引等収支は、国内業務部門で前年同期比668百万円増加し、4,705百万円となり、国際業務部門で前年同

期比１百万円減少し、55百万円となったことから、全体では前年同期比667百万円増加し、4,760百万円となりま

した。

その他業務収支は、国内業務部門で前年同期比2,291百万円減少し、460百万円となり、国際業務部門で前年同

期比2,718百万円増加し、325百万円となったことから、全体では前年同期比427百万円増加し、786百万円となり

ました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第１四半期連結累計期間 28,106 705 28,811

当第１四半期連結累計期間 26,359 427 26,786

　うち資金運用収益
前第１四半期連結累計期間 28,282 1,248

1
29,530

当第１四半期連結累計期間 26,544 3,771
1

30,313

　うち資金調達費用
前第１四半期連結累計期間 176 543

1
718

当第１四半期連結累計期間 184 3,344
1

3,527

信託報酬
前第１四半期連結累計期間 0 － 0

当第１四半期連結累計期間 0 － 0

役務取引等収支
前第１四半期連結累計期間 4,036 56 4,093

当第１四半期連結累計期間 4,705 55 4,760

　うち役務取引等
　収益

前第１四半期連結累計期間 5,147 84 5,232

当第１四半期連結累計期間 5,818 81 5,900

　うち役務取引等
　費用

前第１四半期連結累計期間 1,111 27 1,138

当第１四半期連結累計期間 1,113 26 1,139

その他業務収支
前第１四半期連結累計期間 2,752 △2,393 358

当第１四半期連結累計期間 460 325 786

　うちその他業務
　収益

前第１四半期連結累計期間 3,999 1,589 5,589

当第１四半期連結累計期間 1,709 344 2,053

　うちその他業務
　費用

前第１四半期連結累計期間 1,247 3,983 5,230

当第１四半期連結累計期間 1,248 18 1,267

(注) １ 「国内業務部門」は当行の国内店及び国内に本店を有する連結子会社(以下「国内連結子会社」という)の円

建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際

金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２ 資金調達費用は金銭の信託運用見合費用を控除して表示しております。

３ 資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息であります。
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② 国内業務部門・国際業務部門別役務取引の状況

当第１四半期連結累計期間の役務取引等収益は、国内業務部門で前年同期比670百万円増加し、5,818百万円と

なり、国際業務部門で前年同期比２百万円減少し、81百万円となったことから、全体では前年同期比668百万円増

加し、5,900百万円となりました。

役務取引等費用は、国内業務部門で前年同期比２百万円増加し、1,113百万円となり、国際業務部門で前年同期

比１百万円減少の26百万円となったことから、全体では前年同期比０百万円増加し、1,139百万円となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 5,147 84 5,232

当第１四半期連結累計期間 5,818 81 5,900

　うち預金・貸出
　業務

前第１四半期連結累計期間 865 － 865

当第１四半期連結累計期間 1,056 － 1,056

　うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 857 78 936

当第１四半期連結累計期間 934 75 1,010

　うち信託関連業務
前第１四半期連結累計期間 39 － 39

当第１四半期連結累計期間 37 － 37

　うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 85 － 85

当第１四半期連結累計期間 69 － 69

　うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 116 － 116

当第１四半期連結累計期間 164 － 164

　うち保護預り・
　貸金庫業務

前第１四半期連結累計期間 405 － 405

当第１四半期連結累計期間 399 － 399

　うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 424 5 429

当第１四半期連結累計期間 409 5 415

　うち投資信託・
　保険販売業務

前第１四半期連結累計期間 873 － 873

当第１四半期連結累計期間 1,122 － 1,122

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 1,111 27 1,138

当第１四半期連結累計期間 1,113 26 1,139

　うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 91 19 110

当第１四半期連結累計期間 101 16 118

(注) 「国内業務部門」は当行の国内店及び国内連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建

取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。
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③ 国内業務部門・国際業務部門別預金残高の状況

○ 預金の種類別残高(末残)

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第１四半期連結会計期間 8,055,044 231,259 8,286,304

当第１四半期連結会計期間 8,213,383 254,111 8,467,494

　うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 5,850,177 － 5,850,177

当第１四半期連結会計期間 6,105,461 － 6,105,461

　うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 2,164,583 － 2,164,583

当第１四半期連結会計期間 2,061,100 － 2,061,100

　うちその他
前第１四半期連結会計期間 40,284 231,259 271,543

当第１四半期連結会計期間 46,821 254,111 300,932

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 536,625 － 536,625

当第１四半期連結会計期間 722,817 － 722,817

総合計
前第１四半期連結会計期間 8,591,670 231,259 8,822,929

当第１四半期連結会計期間 8,936,201 254,111 9,190,312

(注) １ 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２ 定期性預金＝定期預金＋定期積金

３ 「国内業務部門」は当行の国内店の円建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建取引であります。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

④ 国内貸出金残高の状況

○ 業種別貸出状況(末残・構成比)

業種別
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 6,116,653 100.00 6,311,046 100.00

　製造業 1,092,913 17.87 1,193,554 18.91

　農業，林業 3,174 0.05 4,011 0.06

　漁業 39 0.00 38 0.00

　鉱業，採石業，砂利採取業 18,305 0.30 15,214 0.24

　建設業 186,838 3.05 189,634 3.01

　電気・ガス・熱供給・水道業 109,248 1.79 115,739 1.83

　情報通信業 25,388 0.42 32,454 0.51

　運輸業，郵便業 228,902 3.74 239,072 3.79

　卸売業，小売業 662,579 10.83 664,336 10.53

　金融業，保険業 243,440 3.98 274,992 4.36

　不動産業，物品賃貸業 798,420 13.05 828,400 13.13

　各種サービス業 478,582 7.82 483,567 7.66

　地方公共団体 605,351 9.90 592,289 9.39

　その他 1,663,469 27.20 1,677,740 26.58

特別国際金融取引勘定分 － － － －

　政府等 － － － －

　金融機関 － － － －

　その他 － － － －

合計 6,116,653 ――― 6,311,046 ―――
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⑤ 「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況

連結会社のうち、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む会社は、当行１行で

あります。

イ．信託財産の運用／受入状況（信託財産残高表）

資産

科目

前連結会計年度
（2023年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2023年６月30日）

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

銀行勘定貸 4,174 100.00 4,151 100.00

合計 4,174 100.00 4,151 100.00

負債

科目

前連結会計年度
（2023年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2023年６月30日）

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

金銭信託 4,174 100.00 4,151 100.00

合計 4,174 100.00 4,151 100.00

(注) 共同信託他社管理財産については、前連結会計年度（2023年３月31日）及び当第１四半期連結会計期間（2023

年６月30日）のいずれも取扱残高はありません。

ロ．元本補填契約のある信託の運用／受入状況（末残）

科目

前連結会計年度
（2023年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2023年６月30日）

金銭信託
(百万円)

貸付信託
(百万円)

合計
(百万円)

金銭信託
(百万円)

貸付信託
(百万円)

合計
(百万円)

銀行勘定貸 4,174 － 4,174 4,151 － 4,151

資産計 4,174 － 4,174 4,151 － 4,151

元本 4,174 － 4,174 4,151 － 4,151

その他 0 － 0 － － －

負債計 4,174 － 4,174 4,151 － 4,151

３ 【経営上の重要な契約等】

（単独株式移転による持株会社体制への移行について）

当行は、2023年５月12日開催の取締役会において、定時株主総会における承認および必要な関係当局の認可等が

得られることを前提に、2023年10月２日（予定）を効力発生日として、当行単独による株式移転により持株会社

（完全親会社）である「株式会社京都フィナンシャルグループ」を設立し、持株会社体制へ移行することを決議い

たしました。

なお、2023年６月29日に開催された当行の定時株主総会において、株式移転計画について承認されております。

その内容につきましては、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（追加情報）」に記載のと

おりです。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2023年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2023年８月４日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 75,840,688 75,840,688
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株で
あります。

計 75,840,688 75,840,688 ― ―

　(注) 提出日現在発行数には、2023年８月１日から四半期報告書を提出する日までの新株予約権の行使により発

　 行された株式数は含まれておりません。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)
2023年４月１日～
2023年６月30日

― 75,840 ― 42,103 ― 30,301

(5) 【大株主の状況】

　 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

　 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（2023年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2023年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 1,495,300

― 単元株式数100株

完全議決権株式(その他) 普通株式 74,167,500 741,675 単元株式数100株

単元未満株式 普通株式 177,888 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 75,840,688 ― ―

総株主の議決権 ― 741,675 ―

(注) 「単元未満株式数」の欄には、当行所有の自己株式13株が含まれております。

② 【自己株式等】

2023年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社京都銀行

京都市下京区烏丸通松原
上る薬師前町700番地

1,495,300 － 1,495,300 1.97

計 ― 1,495,300 － 1,495,300 1.97

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」 (1982

年大蔵省令第10号)に準拠しております。

２ 当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自2023年４月１日 至2023

年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自2023年４月１日 至2023年６月30日）に係る四半期連結財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

現金預け金 1,201,115 1,006,173

コールローン及び買入手形 416,033 523,104

買入金銭債権 15,342 14,548

商品有価証券 222 175

金銭の信託 13,305 6,014

有価証券 ※1.2 2,940,949 ※1.2 3,210,636

貸出金 ※1 6,298,081 ※1 6,311,046

外国為替 ※1 7,758 ※1 6,954

リース債権及びリース投資資産 12,641 12,680

その他資産 ※1 72,893 ※1 98,070

有形固定資産 75,753 75,414

無形固定資産 2,701 2,579

繰延税金資産 1,006 1,006

支払承諾見返 ※1 17,174 ※1 19,833

貸倒引当金 △37,368 △36,395

資産の部合計 11,037,611 11,251,841

負債の部

預金 8,367,943 8,467,494

譲渡性預金 706,227 722,817

コールマネー及び売渡手形 － 3,152

債券貸借取引受入担保金 392,501 413,362

借用金 254,090 156,180

外国為替 233 185

信託勘定借 4,174 4,151

その他負債 76,925 78,937

退職給付に係る負債 27,683 27,348

睡眠預金払戻損失引当金 219 219

偶発損失引当金 578 575

特別法上の引当金 0 0

繰延税金負債 197,273 246,607

再評価に係る繰延税金負債 208 199

支払承諾 17,174 19,833

負債の部合計 10,045,233 10,141,063

純資産の部

資本金 42,103 42,103

資本剰余金 34,158 34,158

利益剰余金 421,490 430,461

自己株式 △8,521 △8,522

株主資本合計 489,231 498,201

その他有価証券評価差額金 501,966 611,242

繰延ヘッジ損益 227 209

土地再評価差額金 473 451

退職給付に係る調整累計額 △2,533 △2,381

その他の包括利益累計額合計 500,134 609,522

新株予約権 264 264

非支配株主持分 2,747 2,790

純資産の部合計 992,377 1,110,778

負債及び純資産の部合計 11,037,611 11,251,841
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年６月30日)

経常収益 41,521 41,475

資金運用収益 29,530 30,313

（うち貸出金利息） 11,252 12,744

（うち有価証券利息配当金） 17,410 15,915

信託報酬 0 0

役務取引等収益 5,232 5,900

その他業務収益 5,589 2,053

その他経常収益 ※1 1,168 ※1 3,206

経常費用 22,437 21,206

資金調達費用 718 3,527

（うち預金利息） 512 2,876

役務取引等費用 1,138 1,139

その他業務費用 5,230 1,267

営業経費 14,683 14,524

その他経常費用 ※2 665 ※2 747

経常利益 19,084 20,269

特別利益 － 0

固定資産処分益 － 0

特別損失 104 166

固定資産処分損 28 92

減損損失 76 73

金融商品取引責任準備金繰入額 0 0

税金等調整前四半期純利益 18,979 20,102

法人税、住民税及び事業税 4,292 4,122

法人税等調整額 772 1,058

法人税等合計 5,065 5,180

四半期純利益 13,914 14,921

非支配株主に帰属する四半期純利益 21 25

親会社株主に帰属する四半期純利益 13,892 14,896
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年６月30日)

四半期純利益 13,914 14,921

その他の包括利益 △61,270 109,427

その他有価証券評価差額金 △61,786 109,293

繰延ヘッジ損益 403 △17

退職給付に係る調整額 112 151

四半期包括利益 △47,356 124,349

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △47,394 124,307

非支配株主に係る四半期包括利益 37 42
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　当第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日　至 2023年６月30日)

１ 税金費用の処理

連結子会社の税金費用は、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより算定しておりま

す。

(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り)

新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積りの仮定については、前連結会計年度の有価証券報告書

「第５経理の状況 １連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項 （重要な会計上の見積り）」に記載した

内容から変更ありません。

(単独株式移転による持株会社体制への移行について)

当行は、2023年５月12日開催の取締役会において、定時株主総会における承認および必要な関係当局の認可等が

得られることを前提に、2023年10月２日（予定）を効力発生日として、当行単独による株式移転（以下、「本株式

移転」という。）により持株会社（完全親会社）である「株式会社京都フィナンシャルグループ」（以下、「持株

会社」という。）を設立し、持株会社体制へ移行することを決議いたしました。

なお、2023年６月29日に開催された当行の定時株主総会において、株式移転計画について承認されております。

１ 本株式移転の目的

当行は、「地域社会の繁栄に奉仕する」を経営理念として掲げ、豊かな地域社会の創造と地元産業の発展に貢献

することを基本的な使命とし、質の高い金融サービス・ソリューションの提供を通じて、地域の活性化、課題の解

決に取り組んでまいりました。

一方で、人口減少等の社会的課題に加え、ＤＸへの対応やカーボンニュートラルの実現等の新たな社会的課題を

有する中で、地域社会・お客さまが抱える課題も多様化・複雑化しており、当行グループが地域の活性化に貢献し、

ともに成長を続けていくために果たすべき役割も大きく変化しております。

こうしたことから、金融機能の深化に加えて非金融機能の積極的な拡充により、地域社会・お客さまの課題を解

決する企業グループとなるべく、「ソリューション機能の拡充と新事業領域の拡大」、「役職員の意識・考動改革

とグループ各社の自立・連携」、および「ガバナンスの高度化と業務執行スピードの向上」を目的とし、持株会社

体制へ移行することといたしました。

2023年４月にスタートした新・第１次中期経営計画「New Stage 2023」で定めた、長期的に目指す姿である「地

域の成長を牽引し、ともに未来を創造する総合ソリューション企業」の実現に向け、環境変化に機動的かつ柔軟に

対応できる持続可能なビジネスモデルを確立することで、全てのステークホルダー（お客さま・地域社会・株主・

従業員）に対する企業価値の向上を目指してまいります。

また、持株会社は経営に対する実効性の高い監督を行うと同時に迅速な意思決定を可能とするため、監査等委員

会設置会社とし、攻めと守りの両面からグループガバナンスの高度化を図ってまいります。

なお、本株式移転に伴い、当行は持株会社の完全子会社となるため、当行株式は上場廃止となりますが、株主の

みなさまに当行株式の対価として交付される持株会社の株式について、株式会社東京証券取引所（以下、「東京証

券取引所」という。）プライム市場への上場申請を行う予定であります。上場日は、東京証券取引所の審査により

ますが、持株会社の設立登記日（本株式移転の効力発生日）である2023年10月２日を予定しており、実質的に株式

の上場を維持する方針であります。
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２ 本株式移転の要旨

(1) 本株式移転の日程

　 定時株主総会基準日 2023年３月31日（金）

　 株式移転計画承認取締役会 2023年５月12日（金）

　 株式移転計画承認定時株主総会 2023年６月29日（木）

　 当行株式上場廃止日 2023年９月28日（木）（予定）

　 持株会社設立登記日（効力発生日） 2023年10月２日（月）（予定）

　 持株会社株式上場日 2023年10月２日（月）（予定）

　 ただし、本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により日程を変更することがあります。

(2) 本株式移転の方式

　 持株会社を株式移転設立完全親会社、当行を株式移転完全子会社とする単独株式移転です。

(3) 本株式移転に係る割当ての内容

会社名
株式会社京都フィナンシャルグループ

（株式移転設立完全親会社）

株式会社京都銀行

（株式移転完全子会社）

株式移転比率 １ １

① 株式移転比率

本株式移転により持株会社が当行の発行済株式の全部を取得する時点の直前時（以下、「基準時」とい

う。）における当行の株主のみなさまに対し、その保有する当行の普通株式１株につき、持株会社の普通株式

１ 株を割当交付いたします。

② 単元株式数

持株会社は、単元株制度を採用し、１単元の株式数を100株といたします。

③ 移転比率の算定根拠

本株式移転は、当行単独の株式移転によって完全親会社である持株会社を設立するものであり、株式移転時

の当行の株主構成と持株会社の株主構成に変化がないことから、株主のみなさまに不利益を与えないことを第

一義として、株主のみなさまが保有する当行の普通株式１株に対して持株会社の普通株式１株を割当交付する

ことといたしました。

したがって、第三者機関による株式移転比率の算定は行っておりません。

④ 株式移転により交付する新株式数（予定）

普通株式75,840,688 株を予定しております。

ただし、本株式移転の効力発生に先立ち、当行の発行済株式総数が変化した場合には、持株会社が交付する

上記株式数は変動いたします。なお、基準時において当行が保有する自己株式１株に対して、その同数の持株

会社の普通株式が割当交付されることになります。これに伴い、当行は一時的に持株会社の普通株式を保有す

ることになりますが、法令の定めに従い速やかに処分いたします。

(4) 本株式移転に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する事項

当行が発行している新株予約権については、当行新株予約権の新株予約権者に対し、その有する当行新株予約

権に代えて同等の持株会社新株予約権が交付され、割り当てられます。なお、当行は、新株予約権付社債を発行

しておりません。

(5) 持株会社の新規上場に関する取扱い

当行は、新たに設立する持株会社の株式について、東京証券取引所プライム市場への新規上場（テクニカル上

場）を申請する予定であり、上場日は、2023年10月２日を予定しております。また、当行は本株式移転により持

株会社の完全子会社となりますので、持株会社の上場に先立ち2023年９月28日に東京証券取引所プライム市場を

上場廃止となる予定です。

なお、上場廃止日につきましては、東京証券取引所の規則に基づき決定されるため、変更される可能性があり

ます。
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３ 本株式移転により新たに設立する持株会社の概要（予定）

(1) 名称 株式会社京都フィナンシャルグループ

(2) 所在地 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700番地

(3) 代表者および
　 役員の就任予定

取締役社長（代表取締役） 土井 伸宏 （現 京都銀行 取締役会長）

取締役（代表取締役） 幡 宏幸 （現 京都銀行 専務取締役）

取締役 安井 幹也 （現 京都銀行 取締役頭取）

取締役 奥野 美奈子 （現 京都銀行 取締役）

取締役 羽渕 完司 （現 京都銀行 取締役）

取締役 本政 悦治 （現 京都銀行 取締役）

取締役（監査等委員） 岩橋 俊郎 （現 京都銀行 特別顧問）

取締役（監査等委員） 大藪 千穂 （現 京都銀行 社外取締役）

取締役（監査等委員） 植木 英次 （現 京都銀行 社外取締役）

取締役（監査等委員） 中務 裕之 （現 京都銀行 社外監査役）

取締役（監査等委員） 田中 素子 （現 京都銀行 社外監査役）

(注)取締役（監査等委員）のうち、大藪千穂氏、植木英次氏、中務裕之氏および田中素

子氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役です。

(4) 事業内容 ① 銀行および銀行法により子会社とすることができる会社の経営管理

② 前号に掲げる業務に付帯関連する一切の業務

③ 前２号に掲げる業務のほか、銀行法により銀行持株会社が営むことができる業務

(5) 資本金 40,000百万円

(6) 決算期 ３月31日

４ 株式移転による会計処理の概要

本株式移転は、企業会計上の「共通支配下の取引」に該当するため、損益への影響はありません。

(子会社の設立)

当行は、2023年５月12日開催の取締役会において、当行が100％出資する投資専門子会社の設立を決議いたしまし

た。

１ 設立の目的

当行は、ベンチャー企業の支援・育成および事業承継支援等に関する事業について、より専門性を高め、機能強

化を図ることで、これまで以上に地域経済の活性化、イノベーションの創出、後継者問題の課題解決に貢献し、地

域活性化の原動力となることを目的に、当該子会社を設立することといたしました。

２ 設立する子会社の概要

(1) 設立予定 2023年９月（予定）

(2) 株主構成 株式会社京都銀行（100％子会社）

(3) 事業内容 ファンドの組成・運営業務

　 投資対象会社等に対するコンサルティング業務

　 投資対象会社等に対するビジネスマッチング業務

　 その他上記に付帯する業務
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(四半期連結貸借対照表関係)

※1 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、

連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているも

のであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、

外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記され

ている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であり

ます。

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 9,221百万円 9,685百万円

危険債権額 84,862百万円 83,594百万円

三月以上延滞債権額 －百万円 9百万円

貸出条件緩和債権額 6,242百万円 6,210百万円

合計額 100,326百万円 99,500百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

※２ 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の

額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

59,766百万円 59,728百万円

３ 元本補填契約のある信託の元本金額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

金銭信託 4,174百万円 4,151百万円

(四半期連結損益計算書関係)

※１ その他経常収益には、次のものを含んでおります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

株式等売却益 810百万円 2,113百万円

金銭の信託運用益 141百万円 17百万円

貸倒引当金戻入益 －百万円 897百万円

※２ その他経常費用には、次のものを含んでおります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

貸倒引当金繰入額 205百万円 －百万円

株式等償却 154百万円 －百万円

株式関連派生商品費用 －百万円 412百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

減価償却費 807百万円 774百万円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日　至 2022年６月30日)

１ 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 4,886 65.00 2022年３月31日 2022年６月30日
その他利益
剰余金

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日　至 2023年６月30日)

１ 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日
定時株主総会

普通株式 5,947 80.00 2023年３月31日 2023年６月30日
その他利益
剰余金

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当行グループの報告セグメントは、銀行業のみであります。報告セグメントに含まれていない事業セグメントに

ついては、重要性が乏しいことから、記載を省略しております。

(有価証券関係)

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるもの

は、次のとおりであります。

　 その他有価証券

　 前連結会計年度（2023年３月31日）

取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 157,726 920,658 762,931

債券 1,794,106 1,766,123 △27,982

　国債 492,753 478,681 △14,072

　地方債 711,829 703,139 △8,690

　社債 589,523 584,303 △5,219

その他 231,624 217,868 △13,756

　外国債券 71,281 67,829 △3,451

　その他 160,343 150,038 △10,304

合計 2,183,457 2,904,650 721,193

　 当第１四半期連結会計期間（2023年６月30日）

取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 156,905 1,069,166 912,260

債券 1,886,991 1,863,297 △23,693

　国債 487,742 475,357 △12,384

　地方債 743,497 736,179 △7,317

　社債 655,751 651,760 △3,990

その他 250,681 240,807 △9,874

　外国債券 87,906 83,627 △4,278

　その他 162,775 157,180 △5,595

合計 2,294,578 3,173,271 878,692

　（注）その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで

回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連結

貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第１四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失として処

理(以下、「減損処理」という。)しております。

前連結会計年度における減損処理額は、143百万円（株式137百万円、社債６百万円）であります。

当第１四半期連結累計期間における減損処理額はありません。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の発行

会社の区分毎に以下のとおり定めております。

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べ下落

要注意先 時価が取得原価に比べ30％以上下落

正常先
時価が取得原価に比べ50％以上下落又は、時価が取得原
価に比べ30％以上50％未満下落したもので市場価格が一
定水準以下で推移している場合等

なお、破綻先とは、破産、特別清算、会社更生、民事再生、手形交換所における取引停止処分等、法的・形

式的に経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破綻先とは、実質的に経営破綻に陥っている発行会社で

あります。破綻懸念先とは、今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社、要注意先とは、今

後の管理に注意を要する発行会社であります。正常先とは、上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先、及び要注

意先以外の発行会社であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次

のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 円 184.80 200.37

　(算定上の基礎)

　 親会社株主に帰属する
　 四半期純利益

百万円 13,892 14,896

　 普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

　 普通株式に係る親会社株主に
　 帰属する四半期純利益

百万円 13,892 14,896

　 普通株式の期中平均株式数 千株 75,176 74,345

(2) 潜在株式調整後１株当たり
　 四半期純利益

円 184.61 200.20

　(算定上の基礎)

　 親会社株主に帰属する
　 四半期純利益調整額

百万円 － －

　 普通株式増加数 千株 74 62

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり四半期純利益の
算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要

－ －

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年８月３日

株式会社京都銀行

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
京 都 事 務 所

指定有限責任社員
公認会計士 　 山 口 圭 介

業務執行社員

指定有限責任社員
公認会計士 　 下 井 田 晶 代

業務執行社員

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社京都銀行

の2023年4月1日から2024年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2023年4月1日から2023年6月30日ま

で）及び第1四半期連結累計期間（2023年4月1日から2023年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社京都銀行及び連結子会社の2023年6月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビ

ュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　



・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュ

ー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結

財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明すること

が求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象

や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１ 上記の監査報告書の原本は当行（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2023年８月４日

【会社名】 株式会社京都銀行

【英訳名】 The Bank of Kyoto，Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役頭取 安 井 幹 也

【最高財務責任者の役職氏名】 　 ―――――――――

【本店の所在の場所】 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700番地

【縦覧に供する場所】 株式会社京都銀行 大阪営業部

(大阪市中央区高麗橋２丁目２番14号)

株式会社京都銀行 東京営業部

(東京都千代田区丸の内１丁目８番２号)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当行取締役頭取安井幹也は、当行の第121期第１四半期（自 2023年４月１日 至 2023年６月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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